










科教育法Ⅱ」を履修した学生を対象に 2 学年分、約 3 年間に亘り実施
したものである。平成 26 年度 3 年次～平成 27 年度 4 年次の 9 名、平








ルは『言語教師のポートフォリオ（Japanese portfolio for student teachers 



















（European portfolio for student teachers of languages: EPOSTL）」（Newby, 
















framework of reference for languages: Learning, teaching, assessment: 






















ELP は学習者の自律能力育成のために 3 つの教育的原則、「学習者の参
加（learner involvement）」、「学習者の省察（learner reflection）」、「適切な
目標言語の使用（appropriate target language use）」を取っているが、この
考え方は EPOSTL にも取り入れられている。
　3つ目は、「ヨーロッパ言語教師教育プロファイル―参照枠―（European 










（Newby, 2007）。この EPOSTL は個人履歴・Can Do 記述文による自己評
価・実践記録の 3 セクションから構成されているが、ここに載せられ
ている Can Do 記述文の数は、言語教師が達成すべき専門能力を念頭に
おいた 195 である。J-POSTL の冒頭には、EPOSTL の優れた点として、
「行動志向の言語観（action-oriented view of language）」および「生涯学
























（JACET 教育問題研究会（編）， 2014, p. 1）。つまり、「言語教育」という
観点から言えば、ヨーロッパで使用されている自己評価記述文を、日本
の教育に合わせて文脈化すれば問題なく使用できるであろう、と考えた




　J-POSTL は EPOSTL 同様、以下の 3 つのセクションから成っている。
セクション 1 ― 自分自身について：それまでの英語学習経験、教職
課程や教育実習に対する期待や不安、英語教師とし
て大切な資質能力を書く部分、
セクション 2 ― Can Do 形式による授業力自己評価記述文：記述文
を読み、自己の教職課程での学習や実習での教育実
践を振り返る部分、















　EPOSTL を J-POSTL に翻案化するにあたり、いくつかの研究が行わ
れている。正式版が 2014 年に刊行されるまでに、第 1 期（高木・中山，
2012）および第 2 期（中山・山口・高木，2013）の経年調査が行われた。
その調査報告によると、自己評価記述文を分析した結果、第 1 期で 6 割
以上、第 2 期で 5 割の学生が英語教師に求められる専門的な能力を理解
していたという。また、ポートフォリオを活用することで、第 1 期では





































　セクション 1 の「自分自身について」は、1) 過去の英語学習経験、2)
教職課程に対する期待、3) 教育実習に臨む前の期待と不安の 3 パート
から構成されているが、ここには教育実習後のコメントを書く欄がな
い。そのため、本調査に参加した履修生には、上記 1) ～ 3) のみならず、
｢ 教育実習を終えて」および「J-POSTL について」のコメントも書いて
もらい、項目立てをしてまとめた。
　次に、セクション 2 の「自己評価記述文」に関して述べる。2014 年
－ 8－
























を行った。3 回目の省察は、後期授業終了時の翌年 1 月で、「英語科教
育法Ⅱ」で必要とされる理論と実践を全て終了した時点でのものとなる。












で、その総数は 31 項目である。また、「V 授業実践」における 3 つ目の
丸数字は、現行版にのみ存在する記述文であることから、本調査には含
まれていないものを指している。その結果、本調査項目数は「96 － 31
－ 2」で全 63 項目となった。
Ⅰ教育環境　A 教育課程 (1)，B 目標とニーズ (5)，C 言語教師の役割
(8)，D 組織の設備と制約 (1)
Ⅱ教授法　　A スピーキング活動 (2, 4)，B ライティング活動 (1, 5)，
C リスニング活動 (3, 2)，D リーディング活動 (4, 3)，
	 E 文法 (3)，F 語彙 (1, 2)，G 文化 (1)
Ⅲ教授資料の入手先 (6, 1)
Ⅳ授業計画  A 学習目標の設定 (5)，B 授業内容 (8)，C 授業展開 (3, 1)
Ⅴ授業実践　A レッスン・プランの使用 (3, 1, ① )，B 内容 (1)，C 学
生とのインタラクション (2, 2, ① )，D 授業運営 (2)，
	 E 教室での言語 (2)
Ⅵ自立学習　A 学習者の自律 (0, 2)，B 宿題 (0, 3)
Ⅶ評価　　　A 測定法の考案 (0, 2)，B 評価 (0, 2)，D 言語運用 (0, 1)，











図 1　自己評価記述文に対する回答用矢印ブロック（J-POSTL, 2014, p. 6）
6．結果および考察
6.1　J-POSTL 自己評価平均点およびその推移
　表 1 は、J-POSTL のセクション 2、自己評価記述文に対する自己評価
の平均点を分野ごとに集計したものである。初任教師用を除いた 63 項
目全体の平均点は、5 点法評価で第 1 回目が 1.99、第 2 回目が 2.46、第

































































































































































1回目 3.19 2.41 2.28 1.46 1.88 1.77 1.85 2.00 1.87 1.92 2.08 1.80 1.96 1.92 1.87 1.95 1.85 1.69 2.21 2.20 1.77 1.88 1.99
2回目 3.25 3.02 2.78 1.83 2.29 2.17 2.28 2.60 2.35 2.58 2.71 2.37 2.42 2.35 2.66 2.16 2.23 2.13 3.00 2.68 2.23 2.12 2.46
3回目 4.00 3.65 3.28 2.33 2.85 2.92 2.94 3.23 2.94 3.15 3.38 2.97 2.94 3.09 3.29 2.89 3.04 2.81 3.58 3.12 3.23 2.77 3.11
4回目 4.23 3.95 3.91 3.69 3.58 3.23 3.41 3.73 3.46 3.62 4.00 3.43 3.57 3.70 3.95 3.49 3.69 3.38 4.08 3.96 3.38 3.15 3.66
平
均














Ⅳ 授業計画 V 授業実践 Ⅶ 評価
6.1.1　自己評価平均点が低い項目
　まず、自己評価平均点が低いものについて述べる。最も初期値が低い















均点が平均値の 1.99 より大きく（0.50 以上）下回った項目はなかったが、
平均値の 1.99 を下回ったものが 15 項目と、上回った 7 項目の 2 倍を超
えた。もし、J-POSTL を「英語科教育法 I」においても使用していれば、
異なる結果が出た可能性もあるだろう。
　次に、第 2 回目の自己評価において平均値 2.46 より 0.50 以上下回っ
ていたのは、前述の「I 教育環境」の「D 組織の設備と制約」の 1.83 の
みであった。平均点の 2.46 を下回っていたのは、「Ⅱ教授法」では「A 
スピーキング活動」、「B ライティング活動」、「C リスニング活動」、「E 
文法」であった。4 技能のうち、「D リーディング」を除き、履修生の
教授法に対する自信のなさを表していると思われる。「V授業実践」では、






























高いのが、「I 教育環境」の「A 教育課程」の 3.19 である。他に第 1 回










考えられる。それでも、第 4 回まで少しずつ伸びがみられ、最終では 4.23
と全項目の中でも最も高い平均点を示した。第 1 回目に全体平均の 1.99
をある程度超えた数値を示していた他の項目は、「I 教育環境」では、「B 
目標とニーズ」、「C 語学教師の役割」、「V 授業実践」での「D 授業運営」
と「E 教室での言語」であった。第 2 回目もほぼ第 1 回目と同様の内容
であったが、「IV 授業計画」の「C 授業展開」が第 1 回目の全体平均点
以下から点数を伸ばしたのは、マイクロ・ティーチングの経験を重ねた
ことによるのかもしれない。
　1 年間の「英語科教育法 II」の授業が終了した時点での第 3 回目の結
果をみてみると、全体平均値の 3.11 を大きく超えていたのが、前出の「I
教育環境」の「A 教育課程」と「B 目標とニーズ」、「V 授業実践」の「D 






点が 4.00 を超えたのは、上述の「I 教育環境」の「A 教育課程」、「II 教授法」
の「G 文化」、「V 授業実践」の「D 授業運営」であった。他に、全体平
均点の 3.66 を超えたのが、「I 教育環境」の「B 目標とニーズ」、「C 語
学教師の役割」および「D 組織の設備と制約」、「II 教授法」の「D リーディ





　表 2 は J-POSTL の自己評価記述文に対する自己評価平均点の増加率
を分野ごとに集計したものである。表中、最初の数値の行は第 1 回目か
ら 2 回目の増加率（全体平均点で 1.25 倍）、2 行目は 2 回目から 3 回目
の増加率（同 1.24 倍）、3 行目は 3 回目から最終 4 回目の増加率（同 1.18
倍）であり、太字で書かれている最後の行は、第 1 回目と最終回 4 回目






の「A 教育課程」で、第 1 回目から 2 回目が 1.02 倍、第 2 回目から 3
回目が 1.23 倍、第 3 回目から 4 回目が 1.06 倍で、全体でも僅か 1.33 倍
であった。これは前項 6.1 で述べたように、初期値が高かったため、そ
れ以上の伸びしろがなかったためではないかと推測される。次に増加率
が低かったのは、「I 教育環境」の「B 目標とニーズ」（同 1.27、1.21、1.08、
全体で 1.67 倍）、および「VII 評価」の「F 誤答分析」（同 1.12、1.31、1.14、
全体で 1.67 倍）であった。前者は、「I 教育環境」の「A 教育課程」同様、
平均点が高かったことによる天井効果が出たと思われる。他方、後者の
「学習者の誤りを分析し、建設的にフィードバックできる」に関しては、





























































































































































1回→2回目 1.02 1.27 1.23 1.25 1.22 1.22 1.23 1.30 1.22 1.34 1.30 1.31 1.23 1.23 1.42 1.11 1.21 1.26 1.36 1.22 1.26 1.12 1.25
2回→3回目 1.23 1.21 1.18 1.27 1.24 1.35 1.29 1.25 1.27 1.22 1.25 1.26 1.22 1.32 1.25 1.34 1.36 1.32 1.20 1.16 1.45 1.31 1.24
3回→4回目 1.06 1.08 1.20 1.58 1.26 1.11 1.16 1.16 1.20 1.15 1.18 1.15 1.22 1.20 1.20 1.21 1.22 1.20 1.14 1.27 1.05 1.14 1.18
1回→4回目 1.33 1.67 1.73 2.53 1.90 1.83 1.85 1.88 1.84 1.88 1.93 1.91 1.83 1.94 2.13 1.79 2.00 2.00 1.86 1.80 1.91 1.67 1.83

























の「D 組織の設備と制約」（同、1.25、1.27、1.58、全体で 2.53 倍）であ
る。前項 6.1 で述べたように、この項目は、平均点の初期値が最も低かっ
た。予想通り、実習前と実習後では全体平均が 1.18 倍であるのに対し、




授業展開」（同 1.42、1.25、1.20、全体で 2.13 倍）がある。この項目は




「V 授業実践」の「B 内容」（同 1.21、1.36、1.22、全体で 2.00 倍）と同「C 







特徴的な部分について述べる。図 2 および図 3 は、13 名の履修生中、
履修生 C および履修生 E の第 1 回から第 4 回までの自己評価平均点を
－ 16 －
グラフに表したものである。図 2 のように、自己評価を重ねる毎に少し
ずつ平均点の伸びていく右肩上がりの変化を示した履修生は 13 名中 10
名と大多数を占めた。一方、図 3 は、「英語科教育法 II」履修中は順調
に伸びをみせたものの、最後の教育実習を終えた時点でそれまでよりも










図2　履修生 C の自己評価平均点の推移　　図3　履修生 E の自己評価平均点の推移
　図 4 および図 5 は、履修生 D および履修生 B の自己評価平均点の伸
び率を、第 1 回目から第 2 回目間、第 2 回目から第 3 回目間、第 3 回目
から第 4 回目間で分け、グラフに表したものである。図 4 は、教育実習
で最も大きな伸びを示した履修生の自己評価増加率であるが、これほど
ではなくとも教育実習でそれまでよりも高い伸びを示したのは 13 名中


































履修生は 13 名中 8 名おり、そのうちの 3 名の減少率は微少であったが、
このように目に見えて減少してしまった履修生が 5 名いた。うち 3 名は
上述の図 3 で右肩下がりの変化を示した履修生で、ここからも十分な成
果を上げられなかった様子がうかがえる。




































































































































































































































よりも高い伸びを示したのは 13 名中 5 名で、伸び率が少しずつ下がっ
てしまう履修生の 8名より少なかった。特に、目に見えて減少してしまっ























査で 1 回目の自己評価は全て 1 点、2 回目は全て 2 点に付けた、という
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に使用した 63 項目の記述文（2013 年旧版）
分野 No. 自 己 評 価 記 述 文
IA 1 学習指導要領に記述された内容を理解できる。 




















IIB 25 生徒がライティングの課題のために情報を収集し共有することを手助けできる。 













IIF 43 文脈の中で単語を学習させ、定着させるための言語活動を行うことができる。 
IIG 46 英語学習をとおして、自分たちの文化と異文化に関する興味・関心を呼び起こすような活動を指導
できる。 


























VA 73 生徒の関心を引きつける方法で授業を開始できる。 
74 指導案に基づいて柔軟に授業を行い、授業の進行とともに生徒の興味に対応できる。 
76 生徒の集中力を考慮し、授業活動の種類と時間を適切に配分できる。 
VB 77 授業内容を、生徒の持っている知識や身近な出来事や文化などに間レ宇づけて教えられる。 
VC 78 授業中、生徒の注意をそらすことなく授業に集中させることができる。 
79 生徒中心の活動や生徒間のインタラクションを支援できる。 
VD 82 個人学習、ペアワーク、グループワーク、クラス全体などの活動形態を提供できる。 
83 フラッシュカード・図表・絵などの作成や視聴覚教材を活用できる。 
VE 84 英語を使って授業を展開するが、必要に応じて日本語を効果的に使用できる。 
85 生徒が授業活動において英語を使うように促すことができる。 
VIID 99 日本の文化と英語圏の文化を比べ、その相違への生徒の気づきを評価できる。 
VIIE 100 生徒の誤りを分析し、建設的にフィードバックできる。 
 
